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サモア

ツアシビ病院
再建計画

実施地域

ツアシビ

1．プロジェクト要請の背景
サモアは、南太平洋のほぼ中央部に位置し、ウポル

とサバイの主要２島とその他の小島からなる島嶼国で

ある。サモアの医療体系は、首都アピア（ウポル島）の

国立病院を頂点として、基幹病院であるツアシビ病院

（サバイ島）、その他の地域診療所や農村の保健所等

が、各種の医療サービスを提供している。

サバイ島のツアシビ病院は、島内の代表的医療機関

として患者を受け入れていたが、ウポル島とサバイ島

では医療格差が大きいことに加え、施設・機材の老朽

化等により、ツアシビ病院での医療サービスは限定さ

れたものとなっていた。

このような状況のもと、サモア政府は、同国の基幹

病院であり、かつサバイ島の医療サービスにおいて中

心的な役割を果たしているツアシビ病院の再建を図る

ため、我が国に無償資金協力を要請した。

2．プロジェクトの概要
（1）協力期間

1993年度

（2）援助形態

無償資金協力

（3）相手側実施機関

保健省

（4）協力の内容

1） 上位目標

サバイ島の医療事情が改善される。

2） プロジェクト目標

ツアシビ病院がサバイ島における基幹病院として

の役割を果たすようになる。

3） 成果

a） 外来・管理棟、中央診療棟等を建設する。

b） 病棟、職員宿舎を改修する。

c） 病院敷地内の基礎インフラストラクチャーを整

備する。

d） 診療用、病棟用、管理用機材を整備する。

4） 投入

日本側

E／N供与限度額　6.24億円

サモア側

建設用地

電気工事、外構工事

ローカルコスト

3．調査団構成
JICAサモア事務所

（現地コンサルタント：Maria Melei, Kolone Vaai &

Associatesに委託）

4．調査団派遣期間（調査実施時期）
1998年 12月１日～1998年 12月 17日

5．評価結果
（1）効率性

病院施設の建設、機材の整備は当初計画通りに実施

され、サモア側に引き渡された。

サモア側は当初、アピア（ウポル島）の国立病院に

次ぐ規模・設備を有する第二国立病院としてツアシビ

病院を再建することを期待していた。しかし、事前の

調査の結果、サモア側の維持運営能力とサバイ島民の

ニーズから、同国最高レベルへの機能向上ではなく、
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地域の基幹病院としての機能回復が、協力内容として

適当であると判断された。その結果、技術的にも高度

過ぎず、サモア側で、維持管理できるレベルの機材が

整備され、現在も十分に使用されていることから、本

プロジェクトは適正な規模の計画であったといえる。

（2）目標達成度

ツアシビ病院では、それまで首都アピアの国立病院

でなければ治療できなかった患者を受け入れることが

できるようになった。その結果、病院施設・機材を引

き渡し後３年が経過した現在、患者数は月1,800人～

2,000人と再建前と比べ125％増加し、病床使用数も70

～ 74％増加した。検査件数も150％増加し、より多

様な検査が可能になっている。

このように、同病院はサバイ島の基幹病院として住

民にタイムリーかつ幅広い保健サービスを提供してお

り、本プロジェクトの目標は達成された。

（3）効果

アピアの国立病院でなくツアシビ病院で適切な保健

サービスを受けられるようになり、サバイ島の住民の

保健サービスへの時間的・費用的負担が軽減された。

このため、島民の保健サービスへのアクセスは拡大

し、サバイ島の医療事情は改善されつつある。

また、アピアの国立病院への患者の集中も緩和され

ており、本プロジェクトはサモア全体の医療システム

の効率化にも役立っている。

（4）計画の妥当性

本プロジェクトはサモア政府の開発計画に基づいて

計画されており、かつ1990年代初頭のサイクロンに

よる被災によってツアシビ病院再建の緊急性が高かっ

たことから、本プロジェクトは高い妥当性を有してい

た。

現在においても、同病院の受診者数の増加状況から

判断して、同病院に対する住民のニーズは大きく、妥

当性は高い。

（5）自立発展性

保健省の予算制度が改善され、ツアシビ病院では医

療費収入と政府予算の両方を得られることになったた

め、病院の財政基盤は安定した。これによって優秀な

医師・看護スタッフの採用も可能になり、自立発展性

は向上したといえる。

整備された機材も定期的に保守管理されているが、

サモア国内では入手が困難な部品があり、一部の機材

について持続的な使用が阻害されるおそれがある。

6．教訓・提言
（1）教訓

事前調査の段階で、要請内容を最終受益者のニーズ

や相手側実施機関の維持管理能力などから十分吟味

し、現実的な規模･内容の計画を設計することが重要

である。


